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１．施設の老朽化等について 

 

 【参考】検証報告書（１施設の老朽化等） 

 現行計画に基づき、本市の学校施設については、旧耐震基準の建物の耐震化にあわせて

大規模改修等を図ってきたところです。しかしながら、本市のほとんどの学校施設が建設

から３０年以上を経過しており、全体的に老朽化等が進行している状況にあります。 

そのため、今後、令和３年３月に策定した「阪南市学校施設長寿命化個別計画」の考え

方を基本として、長寿命化できるものは長寿命化を図り、適正に修繕や建替えを行うこと

を踏まえて、今後の施設のあり方等について検討していく必要があります。 

 

（１）市が保有する公共施設 

阪南市公共施設等総合管理計画（以下「施設等管理計画」という。）によ

ると、市が保有する公共施設は平成２８年２月の計画策定時には１５５施

設あり延床面積の合計は約１６.４万㎡で、そのうち小中学校等の学校教育

施設が約５０％を占めていました。 

その後の小中学校の整理統合などの取組により、令和４年３月の改訂版

では、市が保有する公共施設は１２０施設で延床面積の合計は約１６.２万

㎡で、学校教育施設が占める割合は約４４％となりました。 

一方で、その後の人口減少により市民一人あたりの延べ床面積は２．９

１㎡／人から３．１４㎡／人に増加しており、今後の公共施設の老朽化な

どによる多額の維持更新費用及び人口減少による市税収入の減少や少子高

齢化の進展に伴う義務的経費の増加など、今後の厳しい財政状況を踏まえ、

市が保有する施設の総延床面積を令和２７年度までに３２％削減から４

０％以上削減することに目標値を改めています。 

 

資料３ 
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分類別施設数及び延床面積の割合 

（阪南市公共施設等総合管理計画改訂版 P13より） 
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（２）教育施設の状況 

 

a.築年別整備状況 

本市の学校施設を建築年度別に見ると、築３０年以上経過している建物

が延床面積比で６７％、施設（棟数）では全体の７１％を占めています。 

 

小中学校別の建物の状況 
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c.各学校の建物別の校舎等劣化状況 

学校施設の長寿命化計画の策定にあたり、各学校の建物単位で構造躯体

の健全性や建物の築年数、構造躯体以外の劣化状況等を評価しています。 

阪南市立小中学校の校舎及び屋内運動場の構造躯体については、耐震補

強等を実施すること、耐震基準を満たしています。また、構造躯体以外の

劣化状況等の評価結果については、次のとおりです。 
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【小学校】                              【中学校】 
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（３）安全・安心で質の高い学校施設整備（教育施設として必要な整備） 

 

国は学校施設を新築、増築、改築する場合に限らず、既存施設を改修す

る場合も含めて、学校施設を計画及び設計する際の留意する事項として「学

校施設整備指針」を小中学校別に策定しています。 

また、学校施設のバリアフリー化を推進していく観点から「学校施設バ

リアフリー化推進指針」により学校施設のバリアフリー化等の推進に関す

る基本的な考え方や学校施設のバリアフリー化等を図る際の計画・設計上

の留意事項を示しています。 

ここでは「安全・安心な学校施設」と「快適で豊かな施設環境」の観点

から教育施設として必要な整備を整理しました。 

 

 a.安全・安心な学校施設の整備 

学校施設は児童生徒の学習・生活の場であるとともに地震などの災害

時には地域住民の避難所としての役割も果たすことから、校舎や屋内運

動場（体育館）等の耐震化など安全・安心な施設環境が必要です。 

また、児童生徒等の安全を守るためには、事故防止及び防犯対策の充

実や児童生徒等が健康で快適に学校生活を送れるように室内環境対策も

必要となります。 

  

 b.快適で豊かな施設環境の構築 

昨今の家庭や社会の環境の変化に伴い学校施設の機能・性能の向上が

求められており、例えば少人数指導等に対応した学習環境やＩＣＴ環境

の整備、バリアフリー化や防災機能の強化、空調設備の設置やトイレの

改修、省エネルギー化など、学習環境を改善するための様々な整備があ

ります。 

また、国は環境を考慮した学校施設づくりとして、太陽光発電設備等

の再生可能エネルギー設備の導入や校舎の断熱性の向上、校庭の芝生化

等のエコスクールの整備の推進や学校施設の木材活用などに取り組んで

います。 

 


